
健康福祉部

シート番号 所属
H28決算

事業費（千円）
今後の事務事業の方向性

1 総務課 3,260 継続

2 総務課 273 継続

3 総務課 34,111 継続

4 総務課 4,471 課題付継続

5 総務課 12,031 継続

6 生活福祉課 17 廃止・終了

7 生活福祉課 32,781 継続

8 生活福祉課 74,269 継続

9 障がい福祉課 35,691 継続

10 障がい福祉課 26,246 課題付継続

11 障がい福祉課 4,940 継続

12 障がい福祉課 300 課題付継続

13 障がい福祉課 216,422 継続

14 障がい福祉課 160,388 拡充

15 高齢介護課 19,938 継続

16 高齢介護課 1,843 課題付継続

17 高齢介護課 21,154 継続

18 高齢介護課 29,334 見直し

19 高齢介護課 1,995,647 継続

20 高齢介護課 225,028 廃止・終了

21 高齢介護課 20,564 廃止・終了

22 健康推進課 274 見直し

23 健康推進課 318,925 課題付継続

24 健康推進課 1,040 継続

25 健康推進課 - 継続

26 健康推進課 241,527 継続

27 健康推進課 158,151 継続

28 健康推進課 53,159 継続

29 健康推進課 2,411 継続

事務事業評価（平成28年度決算）　事業一覧

部、室等

事務事業名

民生委員関係事務事業

社会福祉法人設立許認可等事務事業

社会福祉協議会活動助成事業

愛のみのり基金積立事業

地域福祉事業

生計援助資金貸付事業

生活困窮者自立支援事業

生活保護事業　　　

障がい者・高齢者交流会館維持管理事業

障がい者福祉事業

重度障がい者福祉事業

知的障がい者通所更生施設維持管理事業

地域生活支援事業　

障がい者医療助成事業

シルバ－人材センタ－運営補助事業

地域福祉推進基金積立事業

老人ホ－ム入所措置事業

高齢者支援事業

介護保険制度関連事業

老人医療助成事業

老人福祉センタ－維持管理事業

公衆衛生普及事業

予防接種事業

飼犬登録及び狂犬病予防事業

感染症対策事業

市民総合（特定）健康診査事業

母子保健事業

救急医療等推進事業

健康相談等事業



30 健康推進課 - 継続

31 健康推進課 566 継続

32 健康推進課 74,471 継続

33 健康推進課 2,515 継続

34 健康推進課 941 見直し

保健対策推進事業　

自殺対策事業

市民保健センター維持管理事業

公害健康被害福祉事業

公害健康被害予防事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部総務課

会計 一般会計

事務事業名 民生委員関係事務事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

               3,739              3,260 

 ・負担金、補助及び交付金
　補助金　　　　　　　2,916
・需用費
　消耗品費　　　 　 　5
・役務費
　通信運搬費　　　 19
・報酬
　非常勤職員報酬　　　　　　　320

説明

　第五次守口市総合基本計画では、社会福祉の充実の柱として地域福祉の推進を掲
げ、地域福祉施策が地域に根ざしたものとなるよう、民生委員、児童委員等、それぞれ
の特徴を活かし相互の連携・協働による地域福祉の環境づくりを必要としており、地域
福祉の推進を担う民生委員児童委員協議会等の活動支援を行うもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

民生委員、児童委員等、それぞれの特徴を活かした相互の連携・協働が必要であり、地域福祉
の推進を担う民生委員児童委員協議会の活動に対して支援する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[守口市民生委員児童委員協議会の活動を支援するため、運営経費の一部補助
2,916千円]
・報酬
　非常勤職員報酬
　[民生委員推薦会委員の報酬（委員数14人）　320千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

1



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部総務課

会計 一般会計　　

事務事業名 社会福祉法人設立許認可等事務事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

                 418                273 

・需用費
　消耗品費　　　　　　　　28
・備品購入費
　図書購入費　　　　20
・報酬
　非常勤職員報酬　　　　　210
・役務費
　通信運搬費　15

説明

　社会福祉事業を行うことが目的である、社会福祉法人の運営を、適正化に向け指導
することで、社会福祉サービス提供の向上及びサービス提供を受けている利用者保護
を図り、社会福祉の向上につなげる。社会福祉法人の設立認可（社会福祉法第31
条）、定款変更認可（同法第45条の36）、法人の解散認可（同法46条）、法人の合併認
可（同法第50条及び54条の6）、法人への立入検査（同法第56条）、法人からの報告受
理（同法59条）等を行うもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

社会福祉の向上のため、適正な頻度による指導監査が行えるよう努める。また、各法人に対し
て、法に則り自己情報の開示や利用者への提供の充実について、各施設に働きかけを行う。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・需用費
　消耗品費
　[社会福祉法人関連図書の購入等　28千円]
・備品購入費
　図書購入費
　[社会福祉法人関連図書の購入　　20千円]
・報酬
　非常勤職員報酬
　[監査の同行する公認会計士の報酬　　　210千円]
・役務費
　通信運搬費
　[監査実施等に伴う郵便料　15千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

2



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部総務課

会計 一般会計

事務事業名 社会福祉協議会活動助成事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

             34,111            34,111 

  ・負担金、補助及び交付金
　　補助金　 　　34,111

説明

　社会福祉法により地域福祉の推進を図ることを目的に設置された守口市社会福祉協
議会（以下、市社協）が策定する「地域福祉活動計画」は、本市の守口市地域福祉計画
で掲げた基本理念や基本目標を達成するための関連計画に位置付けており、本市と
市社協は相互に連携を図っている。
　その市社協の活動を支援するため、市社協が実施する日常生活自立支援事業や小
地域ネットワーク活動推進事業について、市が補助している。また、民生委員・児童委
員の活動を支援するため、民生委員児童委員協議会事務局の運営に要する経費につ
いて、市において補助している。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

地域福祉の推進を図るため、補助金支出を通じ、今後も効果的・効率的な事業の実施を求めて
いく。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

 ・負担金、補助及び交付金
　　補助金
　[社会福祉協議会への補助金の交付　 　　34,111千円］
　　①日常生活自立支援事業
　　（認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等に対し、判断能力が不十分な方
が自立した生活が送れるよう、福祉サービスの利用補助）
　　②小地域ネットワーク活動推進事業
　　　（地域住民が安心して生活できるように、地区委員長が支え合い・助け合いの活
動）
　　③民生委員児童委員協議会事務局運営事業

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

3



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部総務課

会計 一般会計　

事務事業名 愛のみのり基金積立事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

               9,069              4,471 

 ・積立金
　愛のみのり基金積立金　4,471

説明
　社会福祉の充実に寄与することを目的とした守口市愛のみのり基金条例に基づく愛
のみのり基金について、社会福祉事業を実施していくために市民等からの寄附金及び
運用益を積み立てるもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

本基金の効果的な活用策について検討すると共に、全庁的な連携のもと、その活用事業のＰＲ
及び寄附の増進に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・積立金
　愛のみのり基金積立金
　[寄附金及び年間の定期利息および繰越利息の積み立て　4,471千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

4



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部総務課

会計 一般会計

事務事業名 地域福祉事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

             15,629            12,031 

 ・需用費
　消耗品費　2
　印刷製本費　25
・役務費
　通信運搬費　127
・委託料
　委託料　10,277
・報償費
　報償金　18
・負担金、補助及び交付金
　補助金　1,424
・使用料及び賃借料
　借上料　158

説明

　地域福祉の推進を図るため、身近な生活の場での困り事や孤立した不安などの問題
を抱える人を地域で見つけ、支えていくことが求められている。
　府交付金も活用し実施している「コミュニティソーシャルワーカー配置事業」や災害対
策基本法に基づく市の責務として、要援護者を事前に把握し、その情報を民生委員をは
じめ自主防災組織や消防団、行政機関等と共有することで災害時の迅速な体制構築を
行うための「避難行動要支援者名簿作成事業」、保護司会との協働事業である「市民協
働推進事業」を実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も、効率的・効果的な事業の実施に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・役務費
　通信運搬費
　[避難行動要支援者名簿の記載の市民に対する確認通知（往復）等　127千円]
・委託料
　委託料
　[コミュニティソーシャルワーカー配置委託、心配ごと相談等　10,277千円]
・報償費
　報償金
　[市民協働推進事業講師講演料等　18千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[守口市他市大ホール施設利用料金差額補助金等　1,424千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

5



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部生活福祉課

会計 一般会計　

事務事業名 生計援助資金貸付事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

                   88                  17 

 ・需用費
　消耗品費　2
・役務費
　通信運搬費　15

説明

　緊急的かつ一時的に生計の維持が困難となった世帯が、生計困難な状況から脱却
し、安定した生活を営むことに資するため、守口市生計援助資金貸付基金条例、守口
市生計援助資金貸付基金条例施行規則及び守口市生計援助資金貸付基金管理規程
を制定し、資金の貸付を行うもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
廃止・終了

生活困窮者自立支援法に基づき、大阪府社会福祉協議会が府内統一の貸付制度を創設したこ
とに伴い、市独自で貸付する本事業は廃止。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・需用費
　消耗品費
　[PPC用紙購入（貸付申請書、貸付決定通知書、督促状、納付書等に用いる）　2千
円]
・役務費
　通信運搬費
　[郵便料（貸付決定通知、督促状等の発送に用いる）　15千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

6



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部生活福祉課

会計 一般会計

事務事業名 生活困窮者自立支援事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

              37,043            32,781 

 ・委託料
　委託料　27,590
・負担金、補助及び交付金
　負担金　4,137
・扶助費
　扶助費　1,054

説明

　生活困窮者自立支援法に設置が義務づけられた、生活困窮者に対して包括的な支援
を実施する自立相談支援機関「自立相談支援機関（くらしサポートセンター守口）」にお
いて、同法の必須事業である自立相談支援事業、住居確保給付金の支給、任意事業で
ある就労準備支援事業、一時生活支援事業を国庫補助金を活用し実施するもの。
　また、地域社会において就労や参加の場が少ないことから、自立相談支援機関が地域
ネットワークの強化等を実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

平成30年度から市と一層連携を強化するため、庁舎内での事業委託を予定している。当該事業の
執行にあたっては、就労促進効果等の検証を行う。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[自立相談支援事業及び就労準備支援事業を委託実施するための委託料　27,590千
円]
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[ホームレス巡回相談指導事業の北大阪ブロック一体実施の負担金、一時生活支援事
業の北大阪ブロック一体実施の負担金　4,137千円]
・扶助費
　扶助費
　[住居確保給付金の支給　1,054千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

7



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部生活福祉課

会計 一般会計

事務事業名 生活保護事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

            103,096            74,269 

 ・賃金
　臨時職員給　14,458
　嘱託給　12,954
・報償費
　報償金　1,226
・需用費
　消耗品費　954
　印刷製本費　537
　修繕料　12
・役務費
　通信運搬費　7,297
　手数料　8,337
・委託料
　委託料　26,636
・使用料及び賃借料
　使用料　1,858

説明

　生活に困窮する全ての国民に対し、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障
するとともにその自立を助長することを目的として、市は生活保護法による保護の決定
等を行う。
　保護の適正な実施のためにレセプト点検、資産・収入等の的確な把握等、被保護者の
生活実態把握を行う。また、受給者のうち稼働年齢層に当たる者の個々の状況を踏まえ
て、適切な助言等の就業相談（カウンセリング）を行い、その者の就労意欲を醸成及び育
成することにより、将来的に就労決定に結びつけその世帯の自立の促進を図るもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

保護決定における審査や受給後の適正化における基準を策定して組織的な対応を行う。
なお、就労支援については、確実な就労に繋げるよう、より強化を行い、不正受給については、警
察との連携を密にして一層厳重に行う。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・賃金
　臨時職員給
　[臨時職員（事務、保健師、ケアマネ等(11名)）　14,458千円]
　嘱託給
　[指導監(（警察ＯＢ）4名)　12,954千円]
・役務費
　通信運搬費
　[通知書等の送付　7,297千円]
　手数料
　[資産調査手数料　8,337千円]
・委託料
　委託料
　[就労支援促進事業、レセプト点検等業務、資産調査業務にかかる委託料等　26,636
千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

8



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計

事務事業名 障がい者・高齢者交流会館維持管理事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

             50,267            35,691 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　　　　 　36
・委託料
　委託料　　　　　　　　　12,435
・工事請負費
　改良工事請負費　　　23,220

説明

　守口市障害者・高齢者交流会館条例に基づき、障がい者及び高齢者の交流の場及
び機会の提供を行い、障がい者及び高齢者の社会参加の促進を図ることを目的として
設置している障がい者・高齢者交流会館（以下、「交流会館」という。）の、１、２階部分
を指定管理事業者に委託し管理・運営することで、障がい者・高齢者をはじめとする市
民の社会参加促進に寄与するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

次期指定管理者の選定までに、他で使用している3Ｆ・4Ｆを含め、障がい者・高齢者交流会館とし
て有効活用を行い、市民福祉サービスの向上を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　[守口市障がい者施設等指定管理者選定委員会委員報酬 　36千円]
・委託料
　委託料
　[交流会館の指定管理に係る委託料、交流会館の外壁等改修工事の実施設計及び
監理に係る委託料　12,435千円]
・工事請負費
　改良工事請負費
　[交流会館の外壁等改修工事に係る工事　　　23,220千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計

事務事業名 障がい者福祉事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

             28,216            26,246 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　　　　　　      　374
・報償費
　報償金　　　　　　　　　　 　       　209
・旅費
　費用弁償　　　　　　　　　　        　　1
・需用費
　消耗品費　　　　　　　　          　　12
  燃料費　 　　　　                    　41
  光熱水費 　　                      1,780
  修繕料　　 　　　              　        2
・役務費
　通信運搬費　　　　　　　  　        275
  損害保険料　　 　　　   　 　        19
・委託料
　委託料　　　　　　　　   　　       5,530
・工事請負費
　工事請負費　　　　　　      　　　8,424
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　　　　　　　　　　　 　　　　  5
　補助金　　　 　　　　　　　　　　　 8,734
・扶助費
　扶助費　　　　　　　　　　　　　　　  840

説明
　障害者基本法に基づき策定している障がい者計画に掲げる目標の達成に向けて、
障がい者福祉の増進及び向上を図るための各種事業を実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

平成30年度予算編成にあたり、市民サービスの向上を図るため、補助金交付事業の補助対象・
補助基準を検討する。また、旧桜の園跡地について、障がい者福祉に資するよう早急に活用策
を検討する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　[守口市障がい者計画策定委員会委員報酬　374千円]
・報償費
　報償金
　[障がい者相談員への報償金（10人）　209千円]
・委託料
　委託料
　[第３次守口市障がい者計画策定支援業務委託、旧桜の園解体工事の設計及び監
理業務委託　5,530千円]
・工事請負費
　工事請負費
　[旧桜の園解体工事に係る工事請負費  8,424千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[福祉関係団体補助金（２団体）、障がい者（児)歯科検診及び診療事業補助金
8,734千円]
・扶助費
　扶助費
　[身体障がい者手帳診断料助成事業に係る扶助費　840千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計

事務事業名 重度障がい者福祉事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

               5,375              4,940 

 ・扶助費
　扶助費　　　　　　　　　　　　4,940

説明

　重度障がい者（児）が住み慣れた地域で自立して安心した生活を継続できるようにす
るため、「大阪府重度障がい者訪問看護利用料助成事業実施要綱」等に基づき、府内
統一の事業である重度障がい者訪問看護利用料助成事業及び重度障がい者住宅改
造助成事業を実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

重度障がい者訪問看護利用料助成事業については、大阪府福祉医療助成制度の再構築に伴
い、平成30年４月以降「障がい者医療助成事業」に移行する予定。重度障がい者住宅改造助成
事業については、今後も、引き続き効率的・効果的な事業の実施に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・扶助費
　扶助費
　[重度障がい者訪問看護利用料助成事業、重度障がい者住宅改造助成事業　4,940
千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計

事務事業名 知的障がい者通所更生施設維持管理事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

                 338                300 

 ・委託料
　委託料　　　　　　　　　　300

説明
　守口市立わかたけ園は、重度知的障がい者等の日中活動の場の確保など、市民の
自立した地域生活の継続を実現するため、市条例に基づき設置している。本事業は同
園の維持管理を指定管理事業者に委託するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続 必要性を含めた、将来的なあり方の検討を行う。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[守口市立わかたけ園の施設管理・運営に係る委託料（施設修繕料）　300千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計

事務事業名 地域生活支援事業　

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

            217,370          216,422 

 ・報酬
　非常勤職員報酬　　　　　　　　　　　276
・報償費
　報償金　　　　　　　　　　　　 　 　　 69
・旅費
　費用弁償　　　　　　　　             　　 1
・需用費
　消耗品費　　　　　　　　　          　79
・役務費
　通信運搬費　　　　　　         　　190
・委託料
　委託料　　　　　　　　          170,190
・使用料及び賃借料
　使用料　　　　　　　　  39
・負担金、補助及び交付金
　補助金　 　　　　936
・扶助費
　扶助費　　　　　　　　　          44,642

説明

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第77条に基づく、
「移動支援事業」「基幹相談支援センター事業」などの地域生活支援事業を実施し、障
がい者福祉の増進及び向上を図るもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も利用者のニーズに応じた、サービス提供体制の整備に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報酬
　非常勤職員報酬
　[守口市障がい者自立支援協議会委員報酬　276千円]
・委託料
　委託料
　[地域生活支援事業の実施に伴う委託料　170,190千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[守口市障がい者（児）団体社会参加活動移動費補助金交付事業にかかる補助金（５
団体）　 　　　　936千円]
・扶助費
　扶助費
　[日常生活用具給付等事業の実施に伴う扶助費　44,642千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部障がい福祉課

会計 一般会計　

事務事業名 障がい者医療助成事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

            166,970          160,388 

 ・需用費
　消耗品費　　　　　　　　　　　91
　印刷製本費　　　　　　　　　 66
・役務費
　通信運搬費　　　　　　　　　 91
　手数料　　　　　　　　　　　1,897
・委託料
　委託料　　　　　　　　　　　　　9
・扶助費
　扶助費　　　　　　　　　158,234

説明
　重度障がいがある人・児童の健康保持、家族等の負担軽減及び福祉の増進を図る
ため、「大阪府身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業費補助金要綱」に基
づく障がい者医療助成事業を、府内市町村において統一内容で実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
拡充

平成30年４月から、現老人医療助成事業の対象者の一部及び現重度障がい者訪問看護利用料
助成事業の対象者の統合を図るとともに、対象者に精神障がい者及び難病患者を追加する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・役務費
　手数料
　[障がい者医療費審査支払手数料等　1,897千円]
・扶助費
　扶助費
　[医療費の助成に係る扶助費　158,234千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計

事務事業名 シルバ－人材センタ－運営補助事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

             20,330            19,938 

 ・負担金、補助及び交付金
　負担金　　50
  補助金　　19,888

説明

　高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づき、高年齢者等の意欲及び能力に
応じた雇用の機会や多様な就業の機会の確保等を図るため、必要な職業紹介や職業
訓練等の体制の整備を行う等、必要な施策を総合的かつ効果的に推進する。
　また、守口市老人福祉計画において、守口市シルバー人材センターとの連携及びそ
の活動を支援することで高齢者の就労機会の確保に取り組むとしており、本市が守口
市シルバー人材センターの育成を図り、事業活動の積極的かつ継続的な活動を展開
させるもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

　今後増加する高齢者に対し、地域に密着した仕事を提供し、生きがいの充実や社会参加の促
進を図るため有償ボランティア制度の構築など、市シルバー人材センターが自主的により効果的
な事業の展開に努めるよう、指導支援する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[全国シルバー人材センター事業協会賛助会会費　　50千円]
  補助金
　[守口市シルバー人材センターへの補助金　19,888千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計

事務事業名 地域福祉推進基金積立事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

               3,496              1,843 

 ・積立金
　地域福祉推進基金積立金　　1,843

説明
　市民が安心し、生きがいをもって暮らせる地域福祉の推進を目的とした守口市地域
福祉推進基金条例に基づく地域福祉推進基金について、高齢者等の保健福祉など地
域福祉の増進に必要な財源の一部に活用するために運用益等を積み立てるもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続 本基金の活用策を検討する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・積立金
　地域福祉推進基金積立金
　[地域福祉推進基金運用利息の積立て　1,843千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計

事務事業名 老人ホ－ム入所措置事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

             31,829            21,154 

 ・扶助費
　施設入所措置費　21,154

説明
　老人福祉法に基づき、対象者の心身の健康の保持及び生活の安定を図るため、65
歳以上の者であって、虐待等の環境上の理由及び経済的理由により措置が必要と認
められた場合に、本市が養護老人ホームへ入所措置を行うもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続 法定業務のため、適正実施に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・扶助費
　施設入所措置費
　[養護老人ホーム措置入所者に係る施設入所措置費　21,154千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計

事務事業名 高齢者支援事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

              36,422            29,334 

 ・委託料
　委託料　　　　16,190
・需用費
　消耗品費　　　36
　光熱水費　　　1,389
　修繕料　　　　146
・扶助費
　扶助費　　　　　　1,000
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　　　　3
　補助金　　　　　10,478
・補償、補てん及び賠償金
　補償金　　 　　　4
・役務費
　通信運搬費　　　10
　手数料　　　　　　16
・工事請負費
　補修工事請負費     62

説明

　「地域で支えあいながら、健康でいきいきと安心して暮らせるまちづくり」を基本理念と
して、老人福祉法の法定計画として策定した「守口市老人福祉計画（平成27年度～29年
度）」に基づき、介護予防や生きがいづくりなどの地域活動や見守り支援活動を行う老人
クラブに対し支援を行うと共に、地域住民が主体となって運営する「さんあい広場」の整
備支援を行うなど地域を拠点とした事業展開や認定で非該当（自立）と判定された人を
対象としたディサービスやホームヘルプサービスの提供による介護予防など高齢者支援
に係る事業を実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
見直し

地域包括ケアシステムの強化による地域共生社会の実現に向けた国の動向や市老人福祉計画
の改訂内容を踏まえ、高齢者支援が効果的に実施できるよう努める。なお、介護予防運動教室に
ついては、地域包括ケアシステムの中で、実施している地域住民主体の「通いの場」の充実を踏ま
え、廃止・縮小を検討する。また、老人クラブが活動主体となっている事業については、類似事業
の再編整備を行いつつ、その活動の活性化が図れるよう必要な支援の充実を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[介護予防運動教室事業委託、ひとり暮らし緊急通報機器設置、外出支援サービス委
託等　　　16,190千円]
・需用費
　光熱水費
　[さんあい広場運営に要する光熱水費　　1,389千円]
・扶助費
　扶助費
　[在日外国人高齢者福祉金等　1,000千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[守口市老人クラブ連合会･単位老人クラブの活動に対する補助、単位老人クラブが実
施する高齢者サロン活動に対する補助　10,478千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計　

事務事業名 介護保険制度関連事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

         2,017,706        1,995,647 

 ・負担金、補助及び交付金
　負担金　1,995,647

説明

　介護保険法及び介護保険法施行法に基づく介護保険事務は市町村が行うと規定さ
れているが、本市において、保険料の統一、公平な要支援・要介護認定、保険財政基
盤の安定、サービス基盤の効果的整備、行財政の効率化の観点から、介護保険の運
営を広域的に行うため、守口市、門真市及び四條畷市の３市において、地方自治法に
基づき「くすのき広域連合」を設立し、事務を処理するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
継続

地域包括ケアシステムの強化による地域共生社会の実現に向けた国の動向や市老人福祉計画
の改訂内容を踏まえ、介護保険事業が効果的に実施できるよう努める。なお、介護保険事業の
実施主体であるくすのき広域連合への負担金については、限られた財源で最大の効果を挙げら
れるよう、より効率的な事務局体制の検討をくすのき広域連合に働きかける。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[くすのき広域連合に対する負担金　　1,995,647千円]
　（１）地域包括ケアシステムの構築
①認知症対策として新オレンジプランの推進（認知症初期集中支援チームの設置・
認知症地域支援推進員配置・認知症ケアパス作成、更なる認知症サポーター養成講
座の充実）、②住民通いの場の創出、③地域ケア会議の充実（個別支援・自立支援型
マネジメント）、④医療と介護の連携強化、⑤社会資源の発掘、⑥生活支援サービス協
議体の実施と生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置
（２）介護保険関係事務
①要介護認定事務、②住宅改修・福祉用具、③給付管理、④保険料滞納関係、⑤地
域支援事業

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計

事務事業名 老人医療助成事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

            251,819          225,028 

 ・需用費
　消耗品費　　3
　印刷製本費　50
・役務費
　通信運搬費　223
　手数料　　　　5,252
・委託料
　委託料　9
・扶助費
　扶助費　219,491

説明

　高齢者、とりわけ重度障がい者等は、疾病を有する割合が高く、療養が長期に渡るこ
とで医療費が高額になることが多いため、65歳以上の重度障がい者、難病患者等のう
ち、条例に規定する要件に該当する者に対して医療費の一部を助成することにより、
健康の保持及び福祉の増進を図るもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
廃止・終了

平成30年4月、大阪府福祉医療費制度の再構築により、重度障がい者医療助成に整理・統合す
る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・需用費
　消耗品費
　[老人医療助成事業のポスター用色上質紙　　3千円]
　印刷製本費
　[医療証帳票・窓あき封筒の印刷費用　50千円]
・役務費
　通信運搬費
　[郵便料　223千円]
　手数料
　[老人医療費審査支払手数料　5,252千円]
・委託料
　委託料
　[老人医療テープ処理委託　9千円]
・扶助費
　扶助費
　[一部負担医療費　219,491千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

20



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部高齢介護課

会計 一般会計　　　

事務事業名 老人福祉センタ－維持管理事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

             22,139            20,564 

 ・報償費
　報償金     709
・需用費
　消耗品費　316
　食糧費　　29
　光熱水費　3,353
　医薬材料費　5
　修繕料　151
・役務費
　通信運搬費 165
　手数料　65
・委託料
　委託料     15,433
・工事請負費
　補修工事請負費   338

説明
　高齢者の健康の増進、教養の向上、あるいはレクリエーション活動などを通じ、お互
いの交流を深めるため、守口市老人福祉センター条例に基づき市内２ヶ所に設置され
た老人福祉センターの運営を行うもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
社会福祉の充実

今後の
事務事業の

方向性
廃止・終了

　老人福祉センターについては、市内２か所の同センターがこれまで担ってきた役割について
は、その機能を最終市内８か所となる予定のコミュニティ施設等において、その機能を果たすこと
により、市民の利便性の向上を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[教養講座、各種教室（書道、詩吟、民謡）の講師謝礼等    709千円]
・需用費
　光熱水費　3,353
　[老人福祉センターに係る光熱水費　3,353千円]
・委託料
　委託料
　[老人福祉センタ－業務委託、老人福祉センタ－清掃警備業務委託等     15,433千
円]
・工事請負費
　補修工事請負費
　[佐太老人福祉センタ－空調機器補修工事等  338千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計

事務事業名 公衆衛生普及事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

                 274                274 

 ･負担金、補助及び交付金
　補助金　　274

説明

　健康で明るく住みよい地域社会の実現を目指すため、結核予防をはじめとする保健
衛生の推進や食生活改善の推進など他の様々な活動を行う団体へ補助を行い、様々
な公衆衛生活動の推進を図り、市民生活の向上を目指すもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
見直し

健康で明るく住みよい地域社会の実現を目指すための活動を行う団体へ補助を行う本事業につ
いては、平成29年度予算で事業費の精査を行った。今後もその補助効果（成果）の検証を行う。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

･負担金、補助及び交付金
　補助金
　[公衆衛生活動を行っている団体への補助金　　　274千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　

事務事業名 予防接種事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

           352,466          318,925 

 ・賃金
　　臨時職員給　　2,019
・報償費
　　報償金　　　　　1,706
・需用費
　　消耗品費          64
　　印刷製本費      777
　　医療材料費　　2,999
・役務費
　　通信運搬費  　　830
　　手数料　　　　　　 　4
　　損害保険料　　　275
・委託料
　　委託料　 　　298,341
・負担金、補助及び交付金
　　補助金　 　　　 2,126
　　交付金　　　　　  173
・扶助費
　　扶助費　　　　　9,611

説明

　予防接種の機会を安定的に確保し、予防接種によって獲得した免疫が感染症の流
行を抑制している。今後も感染症の大きな流行を防ぐため、予防接種の有効性・適切
な接種方法を周知するとともに、予防接種法第５条第１項に基づく接種機会を安定的
に確保するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
課題付継続

健康でいきいきと安心して暮らせるまちの実現に向けて、感染症の発生及びまん延の予防を行
う本事業の必要性は高いが、BCＧの集団接種方式について、個別接種方式を実施している他
市の状況を検証し、個別接種方式導入の可能性について検討する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・賃金
　臨時職員給
　[請求書・予診票の正誤確認・予防接種台帳入力処理等を行う臨時職員１名　2,019
千円]
・報償費
　報償金
　[BCG集団接種の医師及び看護師への検診出動謝礼　1,706千円]
・需用費
　医療材料費
　[BCGワクチン及び救急医薬品等　2,999千円]
・委託料
　委託料
　[予防接種個別接種委託 、システム改修等　298,341千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[里帰り等による他市での接種費用の償還払い　 2,126千円]
・扶助費
　扶助費
　[健康被害者への障がい年金　　　9,611千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計

事務事業名 飼犬登録及び狂犬病予防事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

               1,113              1,040 

 ・賃　金
　臨時職員給　182
・需用費
　消耗品費   　121
　印刷製本費 　59
・役務費
　通信運搬費　260
・委託料
　委託料　      342
・使用料及び賃借料
　使用料　       76

説明

　犬の登録及び狂犬病予防注射の接種を促進することで市域の狂犬病の発生を予防
し、そのまん延を防止するため、狂犬病予防法第4条第2項及び第5条第2項の規定に
より、犬の登録事務及び狂犬病予防注射済票交付事務を実施すると共に、同法第6条
8項の規定に基づき犬の抑留に関し、所有者が知れていないものについて情報を2日
間公示するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続

飼い犬の登録や変更届及び予防注射済登録の必要性について周知を図り、注射済票交付率の
増加を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・役務費
　通信運搬費
　[郵便代　260千円]
・委託料
　委託料
　[登録及び登録手数料収納事務委託、狂犬病予防注射済票交付事務委託、犬の登
録管理システム保守業務　342千円]
・使用料及び賃借料
　使用料
　[犬の登録管理システムに係る使用料　76千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　

事務事業名 感染症対策事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

                 109  - 

説明

　新たな感染症が流行した際に、感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康
を保護するため、守口市附属機関条例及び守口市感染症対策委員会規則に基づき常
設している「守口市感染症対策委員会」を開催し、専門的な立場から意見や助言を聴
取し、新たな感染症予防対策を講じるもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続 新たな感染症が流行した際に迅速に対応するための、体制確保に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　

事務事業名 市民総合（特定）健康診査事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

            271,887          241,527 

 ・報償費
　報償金　　           25,506
・需用費
　消耗品費　　        1,666
　印刷製本費　       761
　修繕料　　　　       417
・役務費
　通信運搬費　       9,298
　手数料　　　　       270
・委託料
　委託料　     　      175,532
・使用料及び賃借料
　使用料　　　　       25,587
　借上料　　　　       2,459
・備品購入費
　事業用器具費　　　31

説明

　生活習慣病などの予備軍の早期発見･対応及び疾病の早期発見・治療により、疾病
の重症化及び寝たきりや認知症の発症と進行を予防し、最終的には市民の健康寿命の
延伸を目指すため、15歳から39歳までの受診機会のない市民に対し、健康増進法第４
条に基づく健康診査、また高齢者の医療の確保に関する法律第20条に基づく特定健診
を実施し、市民の生活習慣病予防に努めるもの。健康増進法19条の２に基づき、肝炎
ウイルス検診・がん検診・歯科健診・骨密度測定を実施し、がん死亡の減少、歯の喪失
の予防、骨粗鬆症の予防に努めるもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も健康診査の受診率アップに向け、より効果的な手法による事業展開を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[医師、歯科医師、看護師等に対する　報償金  25,506千円]
・委託料
　委託料
　[市民（特定）健康診査にかかる委託料、常勤医師管理業務委託料、Ｘ線画像管理シ
ステム保守料等　175,532千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計

事務事業名 母子保健事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

            178,423          158,151 

 ・賃金
　　臨時職員給   2,347
・報償費
　　報償金       28,929
・需用費
　　消耗品費　　  　992
　　印刷製本費     368
・役務費
　　通信運搬費   　996
　　手数料　       1,346
・委託料
　　委託料    　116,606
・備品購入費
　　事業用器具費　213
・負担金、補助及び交付金
　　補助金       　6,354

説明

　母子保健法第11条及び第12、13条に基づく新生児の訪問指導及び健康診査の実施
や、母性並びに乳幼児の健康保持及び増進を図るため、妊娠、出産に関する支援及
び母子の健康と乳幼児の成長や発達に関する支援、また虐待予防、早期発見などの
養育に関する支援を実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も、各種健康診査や講習会の実施等を通じて、母子の健康保持及び増進を図る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[1歳6ヶ月、3歳6ヶ月健診等各種乳幼児健診に出動された医師等への報償金
28,929千円]
・委託料
　委託料
　[大阪府医師会への妊婦一般健診委託料、乳児一般健診委託料等　116,606千円]
・負担金、補助及び交付金
　補助金
　[妊婦健診府外受診者への助成金、一般不妊治療受診者への助成金　6,354千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　

事務事業名 救急医療等推進事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

             53,166            53,159 

 ・委託料
　委託料　　44,176
・負担金、補助及び交付金
　負担金　　8,983

説明

　守口市市民保健センター内診療所において、休日等に応急診療を実施し市民の安
全安心を確保し、また、北河内二次医療圏における医療を提供する体制の確保を図る
ため、本市をはじめ、枚方市・寝屋川市・大東市、門真市、四条畷市、交野市で「北河
内二次救急医療協議会」を構成し、二次救急医療体制の充実を図るもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続

休日等における急病患者の受診機会の確保及び北河内における夜間救急、二次救急医療体制
の確保に努める。ただし、北河内二次救急医療協議会運営負担金等については、本市の利用者
実績を踏まえ、その額・水準については精査・検証を行う。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・委託料
　委託料
　[休日応急診療業務（内科・小児科）委託料、休日応急診療業務（歯科）委託料、休日
診療業務（薬剤）委託料　44,176千円]
・負担金、補助及び交付金
　負担金
　[北河内夜間救急センター運営負担金、北河内二次救急医療協議会運営負担金
8,983千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計

事務事業名 健康相談等事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

               2,438              2,411 

 ・報償費
　報償金　　　　222
・需用費
　消耗品費　　 126
　印刷製本費　72
　燃料費　　　　126
　修繕料　　　　3
・役務費
　通信運搬費　137
　損害保険料　38
・委託料
　委託料　　　　1,687

説明

　日本人の１年間の全死亡者の約6割は、がん、心臓病、脳卒中の３大生活習慣病が
原因となっており、これらの病気は、運動不足、喫煙や食生活の乱れ、高血圧が主な
要因とされている。このことから、市民の健康管理に対する意識を向上し、市民自らの
健康管理を促進し、生活習慣病や介護を要する状態になることの予防するため、健康
増進法第17条に基づき、生活習慣病等の相談及び保健指導、並びにこれらに付随す
る業務を実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続

引き続き、健康教室や保健指導などにより、市民の健康教育を行い、市民の健康増進に努め
る。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[医師、歯科医師、栄養士に対する報償金　222千円]
・需用費
　印刷製本費
　[健康手帳作成費用　72千円]
・委託料
　委託料
　[運動指導士、歯科衛生士、尿中塩分測定委託、健康相談委託料、歯科健康相談委
託料、お薬相談委託料　1,687千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系

29



課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計

事務事業名 保健対策推進事業　

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

                   36  - 

説明
　守口市附属機関条例及び守口市市民保健センター運営協議会規則に基づき設置し
ている「守口市市民保健センター運営協議会」の調査審議を通じ、保健・福祉・医療の
連携体制確保及び市民保健センターの有効的な利用、運営を目指すもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続 今後も必要に応じて、適切に実施する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計

事務事業名 自殺対策事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

                 406                566 

 ・報償費
　報償金　　　554
・需用費
　消耗品費　 　12

説明

　自殺対策基本法において、市町村は地域の実情に応じた自殺対策を推進すること、
職域、学校、地域等における国民の心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進並び
に相談体制の整備など必要な施策を講じるものとなっており、守口市では臨床心理士
による対面相談事業を実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続

相談希望者が増加する中、自殺対策の推進を図るためには、類似する事業を実施している国、
府、市、民間との役割分担を明確にすることが必要。また、事業の強化に当たっては、国庫補助
制度を活用するなど効果的な実施に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[臨床心理士に対する対面相談、研修会及び連絡会議出動謝礼等　　　554千円]
・需用費
　消耗品費
　[検査用紙１セット、上質紙１包　12千円]

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計

事務事業名 市民保健センター維持管理事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

             81,140            74,471 

 ･需用費
　　消耗品費　　 1,009
　　光熱水費　　23,314
　　修繕料　　　　2,956
・委託料
　　委託料　 　　44,698
・使用料及び賃借料
　　使用料　　　　2,494

説明

　地域保健法（第18条）に基づく市民保健センターは、医療救護所の指定及び休日応
急診療所を併設しているため、災害時の救護所になり、急病患者にとって必要不可欠
な施設である。その市民保健センターを清潔かつ安全に保ち、利用者が安心して快適
に利用できる環境を維持するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続

今後、設置予定の南部エリアコミュニティセンターの利用も想定し、利用者がより安心して快適に
利用できる環境の整備に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

･需用費
　光熱水費
　[市民保健センターに係る光熱水費　　　23,314千円]
・委託料
　委託料
　[市民保健センターの清掃、警備業務委託等　　44,698千円]
・使用料及び賃借料
　使用料
　[歯科検診用医療機器等の使用料等　　　2,494千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　

事務事業名 公害健康被害福祉事業

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

               4,061              2,515 

 ・報償費
　  報償金　　　　　433
・旅費
　　普通旅費　　　 123
・需用費
　　消耗品費          7
　　燃料費           　3
　　印刷製本費　   12
　　医薬材料費　     1
・役務費
　　通信運搬費   　173
　　手数料          　59
・使用料及び賃借料
　　使用料         　352
　　借上料         　121
・扶助費
　　扶助費　       1,231

説明

　公害健康被害の補償等関する法律に基づき、事業活動その他の人の活動に伴って
相当範囲にわたる著しい大気の汚染が生じ、その影響による疾病が多発している「第
一種地域」として昭和52年1月13日に指定された本市は、指定以降に大気汚染により
気管支ぜん息などの指定疾病及び続発性疾病を患ったと認定された者（被認定者）に
対し、健康の回復・保持・増進を図るもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
継続 公害健康被害の補償等に関する法律に基づき、認定患者の健康回復・保持増進に努める。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[リハビリテーション事業における医師等への報償金、転地療養事業における医師及
び看護師報償金　433千円]
・旅費
　普通旅費
　[転地療養事業付添　　　 123千円]
・役務費
　通信運搬費
　[郵便代　　173千円]
　手数料
　[転地療養事業における文書作成手数料　　59千円]
・使用料及び賃借料
　使用料
　[転地療養事業施設使用料等　352千円]
・扶助費
　扶助費
　[インフルエンザ予防接種助成　1,231千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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課題付継続

平成28年度決算　事務事業評価書

所属 健康福祉部健康推進課

会計 一般会計　　

事務事業名 公害健康被害予防事業　　

平成28年度 事業費の内訳
予算 決算 平成28年度　決算

               1,219                941 

 ・報償費
　  報償金　　　637
・旅費
　　普通旅費　　  1
・需用費
　　消耗費        10
　　燃料費       　1
　　医薬材料費  16
・役務費
　　通信運搬費  　1
・使用料及び賃借料
　　使用料        210
　　借上料         65

説明

　守口市は、公害健康被害の補償等に関する法律に基づき、事業活動その他の人の活
動に伴って相当範囲にわたる著しい大気の汚染が生じ、その影響による健康被害が多
発している「第一種地域」として、昭和52年1月13日に指定された。その後、大気汚染の
態様の変化を踏まえ、昭和63年3月１日には指定地域が解除されたが、大気汚染が健
康被害の主たる原因とは言えないものの、それらの病気に何らかの影響を及ぼしている
可能性があることから、昭和63年第30号通知により改正された公害健康被害の補償等
に関する法律第68条に基づき、新たに大気汚染の影響による旧第一種指定地域住民の
健康被害を予防する事業を実施するもの。

基本目標等 一人ひとりの人権が尊重され、健康でいきいきと安心して暮らせるまち

施策の大綱
（基本的な方向

性）
生涯を通じた健康づくり

今後の
事務事業の

方向性
見直し

旧第一種地域として、大気汚染による住民の健康被害の予防を目的に実施してきたところである
が、健康診査事業については、利用実態が低く、住民のニーズが低下していることから、今後のあ
り方を検討する。また、ぜんそくキャンプについては、事業の見直しを検討する。

事業費
（単位：千円）

概　

要

実施内容等

事業費詳細

・報償費
　報償金
　[ぜん息キャンプにおける医師・看護師報償金、健康相談事業における報償金　637千
円］
・使用料及び賃借料
　使用料
　[ぜん息キャンプ（和泉市青少年の家）（高速料金）　210千円]
　借上料
　[ぜん息キャンプ　観光バス借上　65千円]

など

「第五次守口
市総合基本計
画」における

施策体系
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